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「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業

第３回競争的対話の実施結果

「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業について、2026年7月16日（木）に実施した競争的対話の結果を公
表する。

競争的対話の結果は現時点での理研の考え方を示したものである。

2026年7月31日

国立研究開発法人理化学研究所



第3回競争的対話の実施結果

資料名 見出し番号

1 事業スケジュール 募集要項
P4
4.スケジュール

2026年7月3日の募集要項等変更及び第3回競争的対話に伴い、提案書提出日の期限延長等の考
慮はあるか。

現状は提案提出日の期限延長は考えていない。

2 工程計画の見直し 募集要項
P4
4.スケジュール

工程の詳細検討において施設の引き渡し期限に課題が生じる可能性があるため工程計画の見直
しについて相談したい。「富岳NEXT」稼働に向けた準備工事等を2030年1月から可能とするこ
とを条件として、施設の引渡し期限を2029年度内（2030年3月中）とすることは可能か。

左記の見直しに応じる。本回答を踏まえ募集要項等を修正する。

3 電気設備計画
要求水準書 共通事項及び
施設整備編
別紙1

P6
5.設備計画

（A系統 25MVAｘ2台、Ｂ系統25MVAｘ2台）から（25MVAｘ2台）へ要求水準が変更となったが、
維持管理費用の算出も同じく同様の範囲変更を行い、途中増設による上昇分は見込まない認識
でよいか。

現状要求水準が変更となっている部分については左記の理解でよろしい。

4 拡声設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編
別紙1

P8
5.設備計画

2026年7月3日の要求水準書 共通事項及び施設整備編の変更に伴い、拡声設備主装置を警備員
控室側に設置となるが、副装置は計算機設備監視常駐室側の設置中央監視装置に配置する想定
か。
また、火災発生時の自衛消防組織のイメージを教えていただきたい。

提案時は、主装置は警備員控室、副装置は計算機設備監視常駐室に設置することとする。基本
計画・設計過程において事業者と協議のもと設置場所を変更する可能性がある。
火災時の自衛消防組織は、消火活動や避難等全体の指示系統を主な活動とし、拡声設備を用い
た避難連絡等は主に警備が担当することとなる想定である。

5 コスト低減 要求水準書 維持管理編
P3
2.共通事項

本業務に関して建築保全業務共通仕様書及び同解説に基づき「定期点検等及び保守」等を行う
とあるが、メーカーと協議のうえ、性能を保てるのであればコスト低減の為点検周期等を減ら
しても問題ないか。

法令が認める場合に限り、左記の理解でよろしい。提案時点で想定される内容については、提
案書に明記すること。

6 業務範囲 要求水準書 維持管理編
P4
3.業務内容

第3回競争的対話により募集要項等の変更が発生する場合、変更内容の公開日はいつとなる
か。また設計施工側の要求水準が見直しされ、建築設備が変更（縮小）となった場合、提案書
記載の維持管理費用の対象建築設備の範囲はどのようになるか。

維持管理業務に限らず、第3回競争的対話を踏まえ募集要項等に変更が生じたため、対話の結
果公表と同日に修正版を公表する。
また、維持管理費用の対象設備範囲については、建築設備の整備対象範囲に合わせた対象範囲
とすること。

7 冷熱・電力の安定供給体制 要求水準書 維持管理編
P11
7.業務の質の設定

重要設備の運転停止【20分以内に復旧】について、対象となるのは、停止理由が継続しないも
の（瞬低による一時停止や、誤検知動作等でリセット復旧可能なもの）や、警報発報時に一次
対応判断が容易で復旧可能なもの（フィルタ詰まり警報など）に限ると考えてよいか。
維持管理では把握しえない原因や不可抗力などにて超過する場合は【20分以内に復旧】の対象
外となり、あくまで維持管理の不備による原因が対象となる認識でよいか。

重要施設の運転停止の対象は、HPC室の計算機稼働に影響するすべての設備である。
また原則として、維持管理の不備による原因が対象となるとの認識でよいが、即座に原因を特
定すること等は困難であることが想定されるため、初動は【20分以内の復旧】への協力を要す
る。

8 冷熱・電力の安定供給体制 要求水準書 維持管理編
P11
7.業務の質の設定

重要設備の運転停止【20分以内に復旧】について、同時に複数台運転停止した場合の考え方を
伺いたい。

適切な管理を行い同時に複数台運転停止とならない状態とすること。その上で、やむを得ない
事情により同時に複数台の重要設備が運転停止となる場合の復旧時間については、その状況に
より協議に応じるものとする。

9 冷熱・電力の安定供給体制 要求水準書 維持管理編
P11
7.業務の質の設定

停電時の常用電気での重要設備の運転切替【30分以内に完了】とは、単一原因による停電に限
定し、予め用意するEOP（緊急復旧手順）に基づく操作で復旧できる範囲とさせてもらえる
か。
＜EOP作成の対象例＞
※エンジン給電への自動切替が完了しなかった場合の手動切替
※高圧以上の回路で正常な冗長系統へ自動切替が完了しなかった場合の手動切替
※高圧回路トリップ時の配下不具合回路を切り離した状態での部分復旧
※いずれも装置故障により切替不可の場合を除く

また、冗長構成ではない回路の2次側回路の停電原因を特定し、停電範囲を最小化する対応に
ついてはこの時間制限の対象外という認識でよいか。

【30分以内に完了】の対象は、左記の範囲としてよろしい。ただしEOP範囲については契約締
結時および契約締結後随時、詳細の手順と範囲を協議により決定するものとする。
また、冗長構成ではない回路の2次側回路の時間制限については対象外としてよろしい。

10 冷熱・電力の安定供給体制 要求水準書 維持管理編
P11
7.業務の質の設定

停電時の常用電気と重要設備の停止が同時に発生した場合は、まず30分以内に電源切替を完了
させて停電復旧してから、20分以内に運転復旧させると考えてよいか。

左記の理解でよろしい。

回答No. タイトル
該当箇所 確認したい内容

及び背景趣旨



11 冷熱・電力の安定供給体制 要求水準書 維持管理編
P11
7.業務の質の設定

環境配慮事項として、「CO2排出抑制やフロン漏洩等の適切な監視」とあるが、具体的にどの
ような方法・頻度での監視を想定されているか。
また、【漏洩等の発生0件/年】とあるが、これには故障や修理に伴い必然的に発生する漏洩等
はカウントに含まないという認識でよいか。

室内空気環境測定及びフロン類の漏洩簡易点検については法令に則り実施すること。具体的な
点検については、簡易点検を3か月に1回程度、定期点検としては1年に1回程度を想定してい
る。

12 施設管理要員 要求水準書 維持管理編
P12
8.実施体制に関する
事項

業務副責任者は電気主任技術者と兼任せず、非常駐とする場合でも、平日は完全に本業務に拘
束されることになるか。

要求水準を満たし専任であることを前提に、非常駐時は本業務の拘束からは免れることができ
る。

13 施設管理要員 要求水準書 維持管理編
P12
8.実施体制に関する
事項

運用に必要な届け出資格のうち、理研側で資格者を用意し実施する予定があれば、教えていた
だきたい。

提案内容に応じて必要な資格者を事業者側で用意することを求めるが、理研側ではエネルギー
管理士を用意する想定である。

14 契約時期 基本協定書（案） 第4条
維持管理業務委託契約を2026年12月を目途として締結するように読み取れるが、基本契約書第
8条3項記載の通り、2029年頃との認識でよいか。

左記の理解でよろしい。

15
維持管理業務委託契約の協
議

基本契約書（案） 第8条

維持管理業務契約の協議は2029年頃と想定しているが、契約協議が不調となり事業者側にて契
約辞退となった場合、提案事業者グループへのペナルティはあるか。
損害賠償の上限設定や範囲など事業者側でどうしても許容が困難な部分の協議が不調となった
場合も含め想定を伺いたい。

契約協議が不調となり事業者側にて契約辞退となる場合、基本協定書（案）第4条に規定する
事業契約の締結に向けた努力義務違反となる可能性があり、発注者は事業者に対して損害賠償
請求等を行う可能性がある。
また、基本契約書（案）第16条第3項（4）に基づき、維持管理業務委託契約が締結に至らな
かったときには、発注者は基本契約の全部を解除する可能性がある。
ただし、上記いずれにおいても、事業者側にやむを得ない事情があると発注者が判断した場合
を除く。
損害賠償の上限設定や範囲などの内、公表された基本契約書（案）等で読み取ることができず
事業者側でどうしても許容が困難な部分の協議が不調となった場合、ペナルティを課す意図で
はない。

16 完遂義務 基本契約書（案） 第16条
基本協定/契約の締結後、選定事業者のいずれか（有責選定事業者）が各不正行為、指名停止
等が生じた場合、契約解除、違約金/損害賠償、連帯保証等の義務とは別に、有責選定事業者
以外の事業者にて本事業の完遂義務は発生するか。

左記の事象が生じた場合、有責選定事業者以外の事業者にて本事業の完遂を求める予定であ
る。詳細は契約協議段階で決定するものとする。
完遂義務については、基本契約その他の各事業契約に基づき、（業務全体ではなく）事業者自
らが受託する設計施工業務又は維持管理業務それぞれに生じるものとなる。

17 履行責任
維持管理業務委託契約書
（案）

第25条、第30条
本維持管理業務契約については準委任契約と認識しているが、相違ないか。また準委任契約の
場合、民法上は契約不適合責任は負わない認識だが、左記条文について契約不適合責任に類す
る記載となっている。善管注意義務違反がある場合にのみ適用される記載への修正は可能か。

本事業の維持管理業務委託契約の性質としては準委任契約の認識で相違ない。但し、該当年度
の業務完了後又は同契約の終了に伴う本施設の引渡し後であっても、本施設の機能及び性能を
維持する目的で、受注者による業務の履行が一定の水準を満たさない場合には、その改善措置
としての履行の追完請求や損害賠償を求めるものであり、当該方針自体には修正の予定はな
い。
条文記載内容については、必要に応じて契約協議段階で調整を検討する。

18 損害賠償
維持管理業務委託契約書
（案）

第32条
第1回質問回答No.28にて維持管理契約書第32条の損害賠償の上限設定について、契約協議時に
調整可能と回答いただいているが、上限設定及び範囲設定（直接損害に限るなど）が可能との
認識でよいか。

発注者と受注者の対等かつ公平な立場を前提に、左記の理解でよろしい。

19 物価変動
維持管理業務委託契約書
（案）

別紙2
現在の物価変動等の指標が毎月勤労統計調査/兵庫県平均と近年の物価、作業員の単価上昇の
実態と大きくかけ離れている。指標の変更を検討いただけないか。

未来の物価変動について現在確定することはできず、指標の変更は想定していない。例外的な
対応として、適切な物価変動指標の提案があった場合、維持管理業務委託契約書（案）別紙
2(4)その他により都度の協議を想定している。

20 自動販売機の設置 - 　 理研側で自動販売機の館内への設置計画はあるか。 自動販売機1～2台程度の設置場所について協議をしたいと考える。


